
議案第67号 

 

長岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び長岡市職員の育児休業等

に関する条例の一部改正について 

 

長岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び長岡市職員の育児休業等に関

する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

 

提案理由 

 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を行うも

の 
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長岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び長岡市職員の育児休業等

に関する条例の一部を改正する条例 

 （長岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第１条 長岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年長岡市条例第２

号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以

下「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記

されている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に

改め、改正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は

当該改正後部分に記された字句を当該記載の箇所に加えるものとする。 

改正後 改正前 

（介護休暇） （介護休暇） 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者

（配偶者（届出をしないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者を含

む。以下この項において同じ。）、

父母、子、配偶者の父母その他規則

で定める者（第18条の３第１項にお

いて「配偶者等」という。）で負傷、

疾病又は老齢により規則で定める期

間にわたり日常生活を営むのに支障

があるものをいう。以下同じ。）の

介護をするため、任命権者が、規則

の定めるところにより、職員の申出

に基づき、要介護者の各々が当該介

護を必要とする一の継続する状態ご

とに、３回を超えず、かつ、通算し

て６月を超えない範囲内で指定する

期間（以下「指定期間」という。）

第15条 介護休暇は、職員が要介護者

（配偶者（届出をしないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者を含

む。以下この項において同じ。）、

父母、子、配偶者の父母その他規則

で定める者（第18条の２第１項にお

いて「配偶者等」という。）で負傷、

疾病又は老齢により規則で定める期

間にわたり日常生活を営むのに支障

があるものをいう。以下同じ。）の

介護をするため、任命権者が、規則

の定めるところにより、職員の申出

に基づき、要介護者の各々が当該介

護を必要とする一の継続する状態ご

とに、３回を超えず、かつ、通算し

て６月を超えない範囲内で指定する

期間（以下「指定期間」という。）
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内において勤務しないことが相当で

あると認められる場合における休暇

とする。 

内において勤務しないことが相当で

あると認められる場合における休暇

とする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（妊娠、出産等についての申出をし

た職員等に対する意向確認等） 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

第18条の２ 任命権者は、長岡市職員

の育児休業等に関する条例（平成４

年長岡市条例第３号）第26条第１項

の措置を講ずるに当たっては、同項

の規定による申出をした職員（以下

この項において「申出職員」という。）

に対して、次に掲げる措置を講じな

ければならない。 

(1) 申出職員の仕事と育児との両

立に資する制度又は措置（次号に

おいて「出生時両立支援制度等」

という。）その他の事項を知らせ

るための措置 

(2) 出生時両立支援制度等の請求、

申告又は申出（以下「請求等」と

いう。）に係る申出職員の意向を

確認するための措置 

(3) 長岡市職員の育児休業等に関

する条例第26条第１項の規定によ

る申出に係る子の心身の状況又は

育児に関する申出職員の家庭の状

況に起因して当該子の出生の日以

後に発生し、又は発生することが

予想される職業生活と家庭生活と

の両立の支障となる事情の改善に

資する事項に係る申出職員の意向

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊  

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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を確認するための措置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を

養育する職員（以下この項において

「対象職員」という。）に対して、

規則で定める期間内に、次に掲げる

措置を講じなければならない。 

(1) 対象職員の仕事と育児との両

立に資する制度又は措置（次号に

おいて「育児期両立支援制度等」

という。）その他の事項を知らせ

るための措置 

(2) 育児期両立支援制度等の請求

等に係る対象職員の意向を確認す

るための措置 

(3) 対象職員の３歳に満たない子

の心身の状況又は育児に関する対

象職員の家庭の状況に起因して発

生し、又は発生することが予想さ

れる職業生活と家庭生活の両立の

支障となる事情の改善に資する事

項に係る対象職員の意向を確認す

るための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前

項第３号の規定により意向を確認し

た事項の取扱いに当たっては、当該

意向に配慮しなければならない。 

＊＊＊＊＊＊＊    

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

（配偶者等が介護を必要とする状況

に至った職員に対する意向確認等）

（配偶者等が介護を必要とする状況

に至った職員に対する意向確認等）

第18条の３ 任命権者は、職員が配偶

者等が当該職員の介護を必要とする

状況に至ったことを申し出たとき

は、当該職員に対して、仕事と介護

第18条の２ 任命権者は、職員が配偶

者等が当該職員の介護を必要とする

状況に至ったことを申し出たとき

は、当該職員に対して、仕事と介護
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との両立に資する制度又は措置（以

下この条及び次条において「介護両

立支援制度等」という。）その他の

事項を知らせるとともに、介護両立

支援制度等の請求等        

               に

係る当該職員の意向を確認するため

の面談その他の措置を講じなければ

ならない。 

との両立に資する制度又は措置（以

下この条及び次条において「介護両

立支援制度等」という。）その他の

事項を知らせるとともに、介護両立

支援制度等の申告、請求又は申出（次

条において「請求等」という。）に

係る当該職員の意向を確認するため

の面談その他の措置を講じなければ

ならない。 

２  （略） ２  （略） 

（勤務環境の整備に関する措置） （勤務環境の整備に関する措置） 

第18条の４ （略） 第18条の３ （略） 

（長岡市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 長岡市職員の育児休業等に関する条例（平成４年長岡市条例第３号）の

一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以

下「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記

されている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に

改め、改正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は

当該改正後部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、改正前部分に字句が

記され、改正後部分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された

字句を削るものとする。 

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員の育

児休業等に関する法律（平成３年法

律第110号。以下「育児休業法」とい

う。）第２条第１項、第３条第２項、

第５条第２項、第７条、第８条、第

第１条 この条例は、地方公務員の育

児休業等に関する法律（平成３年法

律第110号。以下「育児休業法」とい

う。）第２条第１項、第３条第２項、

第５条第２項、第７条、第８条、第
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10条第１項及び第２項、第14条及び

第15条（これらの規定を同法第17条

において準用する場合を含む。）、

第17条、第18条第３項並びに第19条

第１項から第３項まで及び第５項の

規定に基づき、並びに同法を実施す

るため、職員の育児休業等に関し必

要な事項を定めるものとする。 

10条第１項及び第２項、第14条及び

第15条（これらの規定を同法第17条

において準用する場合を含む。）、

第17条、第18条第３項並びに第19条

第１項及び第２項       の

規定に基づき、並びに同法を実施す

るため、職員の育児休業等に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（部分休業をすることができない職

員） 

（部分休業をすることができない職

員） 

第22条 育児休業法第19条第１項の条

例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

第22条 育児休業法第19条第１項の条

例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 勤務日の日数        

     を考慮して規則で定め

る非常勤職員以外の非常勤職員

（地方公務員法第22条の４第１項

に規定する短時間勤務の職を占め

る職員（以下        「定

年前再任用短時間勤務職員等」と

いう。）を除く。次条において同

じ。） 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごと

の勤務時間を考慮して規則で定め

る非常勤職員以外の非常勤職員

（地方公務員法第22条の４第１項

に規定する短時間勤務の職を占め

る職員（次条第１項において「定

年前再任用短時間勤務職員等」と

いう。）を除く。        

  ） 

（第１号部分休業の承認） （部分休業   の承認） 

第23条 育児休業法第19条第２項第１

号に掲げる範囲内で請求する同条第

１項に規定する部分休業（以下「第

１号部分休業」という。）の承認は、

                

                

                

                

第23条 部分休業（育児休業法第19条

第１項に規定する部分休業をいう。

以下同じ。）           

           の承認は、

勤務時間条例第８条第１項に規定す

る正規の勤務時間（非常勤職員（定

年前再任用短時間勤務職員等を除

く。以下この条において同じ。）に
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       30分を単位として行

うものとする。 

あっては、当該非常勤職員について

定められた勤務時間）の始め又は終

わりにおいて、30分を単位として行

うものとする。 

２ 長岡市職員の勤務時間、休暇等に

関する規則（平成７年長岡市規則第

15号）第11条第１項第５号の規定に

よる特別休暇又は勤務時間条例第15

条の２第１項の規定による介護時間

の承認を受けて勤務しない職員（非

常勤職員を除く。）に対する第１号

部分休業の承認については、１日に

つき２時間から当該特別休暇又は当

該介護時間の承認を受けて勤務しな

い時間を減じた時間を超えない範囲

内で行うものとする。 

２ 長岡市職員の勤務時間、休暇等に

関する規則（平成７年長岡市規則第

15号）第11条第１項第５号の規定に

よる特別休暇又は勤務時間条例第15

条の２第１項の規定による介護時間

の承認を受けて勤務しない職員＊＊

＊＊＊＊＊＊  ＊に対する部分休

業＊＊＊の承認については、１日に

つき２時間から当該特別休暇又は当

該介護時間の承認を受けて勤務しな

い時間を減じた時間を超えない範囲

内で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する第１号部分休

業の承認については、１日につき、

当該非常勤職員について１日につき

定められた勤務時間から５時間45分

を減じた時間を超えない範囲内で

（当該非常勤職員が労働基準法第67

条の規定による育児時間又は育児休

業、介護休業等育児又は家族介護を

行う労働者の福祉に関する法律（平

成３年法律第76号）第61条の２第20

項の規定による介護をするための時

間（以下「介護をするための時間」

という。）の承認を受けて勤務しな

い場合にあっては、当該時間を超え

ない範囲内で、かつ、２時間から当

該育児時間又は当該介護をするため

３ 非常勤職員に対する部分休業  

 の承認については、１日につき、

当該非常勤職員について１日につき

定められた勤務時間から５時間45分

を減じた時間を超えない範囲内で

（当該非常勤職員が労働基準法第67

条の規定による育児時間又は育児休

業、介護休業等育児又は家族介護を

行う労働者の福祉に関する法律（平

成３年法律第76号）第61条の２第20

項の規定による介護をするための時

間（以下「介護をするための時間」

という。）の承認を受けて勤務しな

い場合にあっては、当該時間を超え

ない範囲内で、かつ、２時間から当

該育児時間又は当該介護をするため
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の時間の承認を受けて勤務しない時

間を減じた時間を超えない範囲内

で）行うものとする。 

の時間の承認を受けて勤務しない時

間を減じた時間を超えない範囲内

で）行うものとする。 

（第２号部分休業の承認） ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

第23条の２ 育児休業法第19条第２項

第２号に掲げる範囲内で請求する同

条第１項に規定する部分休業（以下

「第２号部分休業」という。）の承

認は、１時間を単位として行うもの

とする。ただし、次の各号に掲げる

場合にあっては、それぞれ当該各号

に定める時間数の第２号部分休業を

承認することができる。 

(1) １回の勤務に係る日ごとの勤

務時間に分を単位とした時間があ

る場合であって、当該勤務時間の

全てについて承認の請求があった

とき 当該勤務時間の時間数 

(2) 第２号部分休業の残時間数に

１時間未満の端数がある場合であ

って、当該残時間数の全てについ

て承認の請求があったとき 当該

残時間数 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

ｘ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊ ＊  

（育児休業法第19条第２項の条例で

定める１年の期間） 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

第23条の３ 育児休業法第19条第２項

の条例で定める１年の期間は、毎年

４月１日から翌年３月31日までとす

る。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊ 

（育児休業法第19条第２項第２号の

人事院規則で定める時間を基準とし

て条例で定める時間） 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
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第23条の４ 育児休業法第19条第２項

第２号の人事院規則で定める時間を

基準として条例で定める時間は、次

の各号に掲げる職員の区分に応じ、

当該各号に定める時間とする。 

(1) 非常勤職員以外の職員 77時

間30分 

(2) 非常勤職員 当該非常勤職員

の勤務日１日当たりの勤務時間数

に10を乗じて得た時間 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

（育児休業法第19条第３項の条例で

定める特別の事情） 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

第23条の５ 育児休業法第19条第３項

の条例で定める特別の事情は、配偶

者が負傷又は疾病により入院したこ

と、配偶者と別居したことその他の

同条第２項の規定による申出時に予

測することができなかった事実が生

じたことにより同条第３項の規定に

よる変更（以下「第３項変更」とい

う。）をしなければ同項の職員の小

学校就学の始期に達するまでの子の

養育に著しい支障が生じると任命権

者が認める事情とする。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

（部分休業をしている職員の給与の

取扱い） 

（部分休業をしている職員の給与の

取扱い） 

第24条 会計年度任用職員以外の職員

が育児休業法第19条第１項に規定す

る部分休業の承認を受けて勤務しな

い場合には、給与条例第10条の規定

にかかわらず、その勤務しない１時

間につき、給与条例第22条に規定す

第24条 会計年度任用職員以外の職員

が                

 部分休業の承認を受けて勤務しな

い場合には、給与条例第10条の規定

にかかわらず、その勤務しない１時

間につき、給与条例第22条に規定す
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る勤務１時間当たりの給与額を減額

した給与を支給する。 

る勤務１時間当たりの給与額を減額

した給与を支給する。 

２ 会計年度任用職員が育児休業法第

19条第１項に規定する部分休業の承

認を受けて勤務しない場合には、長

岡市会計年度任用職員の給与等に関

する条例（令和元年長岡市条例第11

号）第７条の規定にかかわらず、そ

の勤務しない１時間につき、同条例

第19条に規定する勤務時間１時間当

たりの給与その他の給付の額を減額

して支給する。 

２ 会計年度任用職員が      

          部分休業の承

認を受けて勤務しない場合には、長

岡市会計年度任用職員の給与等に関

する条例（令和元年長岡市条例第11

号）第７条の規定にかかわらず、そ

の勤務しない１時間につき、同条例

第19条に規定する勤務時間１時間当

たりの給与その他の給付の額を減額

して支給する。 

（部分休業の承認の取消事由） （部分休業の承認の取消事由） 

第25条 育児休業法第19条第６項にお

いて準用する育児休業法第５条第２

項の条例で定める事由は、職員が第

３項変更をしたときとする。 

第25条 第14条の規定は、部分休業に

ついて準用する。＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年10月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 任命権者は、施行日前においても、改正後の長岡市職員の勤務時間、休暇等

に関する条例第18条の２第２項の規定の例により、同項各号に掲げる措置を講

ずることができる。この場合において、その講じられた措置は、施行日以後は、

同項の規定により講じられたものとみなす。 

３ 育児休業法第19条第２項第２号に掲げる範囲内において、施行日から令和８

年３月31日までの間における部分休業の承認の請求をする場合における改正

後の長岡市職員の育児休業等に関する条例第23条の４の規定の適用について

は、同条第１号中「77時間30分」とあるのは「38時間45分」と、同条第２号中

「10」とあるのは「５」とする。 

10



議案第68号 

 

長岡市市税条例の一部改正について 

 

長岡市市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

 

提案理由 

 地方税法等の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの 
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長岡市市税条例の一部を改正する条例 

 長岡市市税条例（昭和29年長岡市告示第51号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以下

「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、改正前部分に字句が記され、改正

後部分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削るもの

とする。 

改正後 改正前 

（公示送達） （公示送達） 

第16条 法第20条の２の規定による公

示送達は、公示事項（同条第２項に規

定する公示事項をいう。以下この条に

おいて同じ。）を地方税法施行規則（昭

和29年総理府令第23号。以下「法施行

規則」という。）第１条の８第１項に

規定する方法により不特定多数の者

が閲覧することができる状態に置く

措置をとるとともに、公示事項が記載

された書面を長岡市公告式条例（昭和

25年長岡市告示第42号）第２条第２項

に規定する掲示場に掲示し、又は公示

事項を市の事務所に設置した電子計

算機の映像面に表示したものの閲覧

をすることができる状態に置く措置

をとることによってするものとする。

第16条 法第20条の２の規定による公

示送達は、ああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああ長岡市公告式条例（昭和

25年長岡市告示第42号）第２条第２項

に規定する掲示場に掲示して行うあ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああ ものとする。

（納税証明事項） （納税証明事項） 

第16条の３ 法施行規則ああああああ 第16条の３ 地方税法施行規則（昭和29
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ああああああああああああああああ

ああああ第１条の９第２号に規定す

る事項は、道路運送車両法（昭和26

年法律第185号）第59条第１項に規定

する検査対象軽自動車又は２輪の小

型自動車について天災その他やむを

得ない事由により種別割を滞納して

いる場合においてその旨とする。 

年総理府令第23号。以下「法施行規則」

という。）第１条の９第２号に規定す

る事項は、道路運送車両法（昭和26

年法律第185号）第59条第１項に規定

する検査対象軽自動車又は２輪の小

型自動車について天災その他やむを

得ない事由により種別割を滞納して

いる場合においてその旨とする。 

（所得控除） （所得控除） 

第35条の２ 所得割の納税義務者が法

第314条の２第１項各号のいずれかに

掲げる者に該当する場合には、同条第

１項及び第３項から第11項までの規

定により雑損控除額、医療費控除額、

社会保険料控除額、小規模企業共済等

掛金控除額、生命保険料控除額、地震

保険料控除額、障害者控除額、寡婦控

除額、ひとり親控除額、勤労学生控除

額、配偶者控除額、配偶者特別控除額、

扶養控除額又は特定親族特別控除額

を、前年の合計所得金額が2,500万円

以下である所得割の納税義務者につ

いては、同条第２項、第６項及び第11

項の規定により基礎控除額をそれぞ

れその者の前年の所得について算定

した総所得金額、退職所得金額又は山

林所得金額から控除する。 

第35条の２ 所得割の納税義務者が法

第314条の２第１項各号のいずれかに

掲げる者に該当する場合には、同条第

１項及び第３項から第11項までの規

定により雑損控除額、医療費控除額、

社会保険料控除額、小規模企業共済等

掛金控除額、生命保険料控除額、地震

保険料控除額、障害者控除額、寡婦控

除額、ひとり親控除額、勤労学生控除

額、配偶者控除額、配偶者特別控除額、

又は扶養控除額          

を、前年の合計所得金額が2,500万円

以下である所得割の納税義務者につ

いては、同条第２項、第６項及び第11

項の規定により基礎控除額をそれぞ

れその者の前年の所得について算定

した総所得金額、退職所得金額又は山

林所得金額から控除する。 

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除） 

第35条の６ 所得割の納税義務者が、前

年中に次に掲げる寄附金又は金銭（第

３号から第11号までに掲げるものに

関しては、それぞれ新潟県内に事務所

第35条の６ 所得割の納税義務者が、前

年中に次に掲げる寄附金又は金銭（第

３号から第11号までに掲げるものに

関しては、それぞれ新潟県内に事務所
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又は事業所を有する法人又は団体に

対するものに限る。）を支出した場合

には、法第314条の７第１項に規定す

るところにより控除すべき額（当該納

税義務者が前年中に同条第２項に規

定する特例控除対象寄附金を支出し

た場合にあっては、当該控除すべき金

額に特例控除額を加算した金額。以下

この項において「控除額」という。）

をその者の第35条の３及び前条の規

定を適用した場合の所得割の額から

控除するものとする。この場合におい

て、当該控除額が当該所得割の額を超

えるときは、当該控除額は、当該所得

割の額に相当する金額とする。 

又は事業所を有する法人又は団体に

対するものに限る。）を支出した場合

には、法第314条の７第１項に規定す

るところにより控除すべき額（当該納

税義務者が前年中に同条第２項に規

定する特例控除対象寄附金を支出し

た場合にあっては、当該控除すべき金

額に特例控除額を加算した金額。以下

この項において「控除額」という。）

をその者の第35条の３及び前条の規

定を適用した場合の所得割の額から

控除するものとする。この場合におい

て、当該控除額が当該所得割の額を超

えるときは、当該控除額は、当該所得

割の額に相当する金額とする。 

(1)～(10) （略） (1)～(10) （略） 

(11) 租税特別措置法（昭和32年法律

第26号）第41条の18の２第２項に規

定する特定非営利活動に関する寄

附金（その寄附をした者に特別の利

益が及ぶと認められるもの、出資に

関する業務に充てられることが明

らかなもの及び次号に掲げる寄附

金を除く。）ああああああああああ

あああああああああああああああ

ああああああああああああああ 

(11) 租税特別措置法（昭和32年法律

第26号）第41条の18の２に規定する

認定特定非営利活動法人が行う特

定非営利活動促進法（平成10年法律

第７号）第２条第１項に規定する特

定非営利活動に係る事業に関連す

る寄附金（その寄附をした者に特別

の利益が及ぶと認められるもの及

び出資に関する業務に充てられる

ことが明らかなものを除く。） 

(12) 前各号に掲げる寄附金のほか、

所得税法第78条第２項第２号から

第４号までに掲げる寄附金（あああ

ああああ租税特別措置法第41条の

18の２の規定により特定寄附金と

みなされるものを含む。）のうち、

(12) 前各号に掲げる寄附金のほか、

所得税法第78条第２項第２号及び

第３号  に掲げる寄附金（同条第

３項及び租税特別措置法第41条の

18の２の規定により特定寄附金と

みなされるものを含む。）のうち、
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本市における教育又は科学の振興、

文化の向上、社会福祉への貢献その

他公益の増進に著しく寄与するも

のとして別に定めるところにより

市長が指定したもの 

本市における教育又は科学の振興、

文化の向上、社会福祉への貢献その

他公益の増進に著しく寄与するも

のとして別に定めるところにより

市長が指定したもの 

２ （略） ２ （略） 

（市民税の申告） （市民税の申告） 

第36条の３ 第22条第１項第１号に掲

げる者は、３月15日までに、法施行規

則第５号の４様式（別表）による申告

書を市長に提出しなければならない。

ただし、法第317条の６第１項又は第

４項の規定により給与支払報告書又

は公的年金等支払報告書を提出する

義務がある者から１月１日現在にお

いて給与又は公的年金等の支払を受

けている者で、前年中において給与所

得以外の所得又は公的年金等に係る

所得以外の所得を有しなかったもの

（公的年金等に係る所得以外の所得

を有しなかった者で社会保険料控除

額（令第48条の９の７に規定するもの

を除く。）、小規模企業共済等掛金控

除額、生命保険料控除額、地震保険料

控除額、勤労学生控除額、配偶者特別

控除額（所得割の納税義務者（前年の

合計所得金額が900万円以下であるも

のに限る。）の法第314条の２第１項

第10号の２に規定する自己と生計を

一にする配偶者（前年の合計所得金額

が95万円以下であるものに限る。）で

控除対象配偶者に該当しないものに

第36条の３ 第22条第１項第１号に掲

げる者は、３月15日までに、法施行規

則第５号の４様式（別表）による申告

書を市長に提出しなければならない。

ただし、法第317条の６第１項又は第

４項の規定により給与支払報告書又

は公的年金等支払報告書を提出する

義務がある者から１月１日現在にお

いて給与又は公的年金等の支払を受

けている者で、前年中において給与所

得以外の所得又は公的年金等に係る

所得以外の所得を有しなかったもの

（公的年金等に係る所得以外の所得

を有しなかった者で社会保険料控除

額（令第48条の９の７に規定するもの

を除く。）、小規模企業共済等掛金控

除額、生命保険料控除額、地震保険料

控除額、勤労学生控除額、配偶者特別

控除額（所得割の納税義務者（前年の

合計所得金額が900万円以下であるも

のに限る。）の法第314条の２第１項

第10号の２に規定する自己と生計を

一にする配偶者（前年の合計所得金額

が95万円以下であるものに限る。）で

控除対象配偶者に該当しないものに
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係るものを除く。）、法第314条の２

第４項   に規定する扶養控除額

若しくは特定親族特別控除額（特定親

族（同条第１項第12号に規定する特定

親族をいう。第36条の４の２第１項第

３号及び第36条の４の３第１項にお

いて同じ。）（前年の合計所得金額が

85万円以下であるものに限る。）に係

るものを除く。）の控除又はこれらと

併せて雑損控除額若しくは医療費控

除額の控除、法第313条第８項に規定

する純損失の金額の控除、同条第９項

に規定する純損失若しくは雑損失の

金額の控除若しくは第35条の６の規

定により控除すべき金額（以下この条

において「寄附金税額控除額」とい

う。）の控除を受けようとするものを

除く。以下この条において「給与所得

等以外の所得を有しなかった者」とい

う。）及び第23条第２項に規定する者

（法施行規則第２条の２第１項の表

の上欄の（二）に掲げる者を除く。）

については、この限りでない。 

係るものを除く。）若しくは法第314

条の２第４項に規定する扶養控除額

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

あああああああの控除又はこれらと

併せて雑損控除額若しくは医療費控

除額の控除、法第313条第８項に規定

する純損失の金額の控除、同条第９項

に規定する純損失若しくは雑損失の

金額の控除若しくは第35条の６の規

定により控除すべき金額（以下この条

において「寄附金税額控除額」とい

う。）の控除を受けようとするものを

除く。以下この条において「給与所得

等以外の所得を有しなかった者」とい

う。）及び第23条第２項に規定する者

（法施行規則第２条の２第１項の表

の上欄の（二）に掲げる者を除く。）

については、この限りでない。 

２～９ （略） ２～９ （略） 

（個人の市民税に係る給与所得者の

扶養親族等申告書） 

（個人の市民税に係る給与所得者の

扶養親族等申告書） 

第36条の４の２ 所得税法第194条第１

項の規定により同項に規定する申告

書を提出しなければならない者（以下

この条において「給与所得者」とい

う。）で市内に住所を有するものは、

当該申告書の提出の際に経由すべき

第36条の４の２ 所得税法第194条第１

項の規定により同項に規定する申告

書を提出しなければならない者（以下

この条において「給与所得者」とい

う。）で市内に住所を有するものは、

当該申告書の提出の際に経由すべき
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同項に規定する給与等の支払者（以下

この条において「給与支払者」とい

う。）から毎年最初に給与の支払を受

ける日の前日までに、法施行規則で定

めるところにより、次に掲げる事項を

記載した申告書を、当該給与支払者を

経由して、市長に提出しなければなら

ない。 

同項に規定する給与等の支払者（以下

この条において「給与支払者」とい

う。）から毎年最初に給与の支払を受

ける日の前日までに、法施行規則で定

めるところにより、次に掲げる事項を

記載した申告書を、当該給与支払者を

経由して、市長に提出しなければなら

ない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 扶養親族又は特定親族の氏名 (3) 扶養親族      の氏名 

(4) （略） (4) （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

（個人の市民税に係る公的年金等受

給者の扶養親族等申告書） 

（個人の市民税に係る公的年金等受

給者の扶養親族等申告書） 

第36条の４の３ 所得税法第203条の６

第１項の規定により同項に規定する

申告書を提出しなければならない者

又は法の施行地において同項に規定

する公的年金等（所得税法第203条の

７の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」と

いう。）の支払を受ける者であって、

特定配偶者（所得割の納税義務者（合

計所得金額が900万円以下であるもの

に限る。）の自己と生計を一にする配

偶者（退職手当等（第55条に規定する

退職手当等に限る。以下この項におい

て同じ。）に係る所得を有する者であ

って、合計所得金額が95万円以下であ

るものに限る。）をいう。第２号にお

いて同じ。）又は扶養親族（年齢16

歳未満の者又は控除対象扶養親族で

第36条の４の３ 所得税法第203条の６

第１項の規定により同項に規定する

申告書を提出しなければならない者

又は法の施行地において同項に規定

する公的年金等（所得税法第203条の

７の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」と

いう。）の支払を受ける者であって、

特定配偶者（所得割の納税義務者（合

計所得金額が900万円以下であるもの

に限る。）の自己と生計を一にする配

偶者（退職手当等（第55条に規定する

退職手当等に限る。以下この項におい

て同じ。）に係る所得を有する者であ

って、合計所得金額が95万円以下であ

るものに限る。）をいう。第２号にお

いて同じ。）又は扶養親族（年齢16

歳未満の者又は控除対象扶養親族で
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あって退職手当等に係る所得を有す

る者に限る。）若しくは特定親族（退

職手当等に係る所得を有する者であ

って、合計所得金額が85万円以下であ

るものに限る。）を有する者（以下こ

の条において「公的年金等受給者」と

いう。）で市内に住所を有するものは、

当該申告書の提出の際に経由すべき

所得税法第203条の６第１項に規定す

る公的年金等の支払者（以下この条に

おいて「公的年金等支払者」という。）

から毎年最初に公的年金等の支払を

受ける日の前日までに、法施行規則で

定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申告書を、当該公的年金等

支払者を経由して、市長に提出しなけ

ればならない。 

あって退職手当等に係る所得を有す

る者に限る。）ああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああを有する者（以下こ

の条において「公的年金等受給者」と

いう。）で市内に住所を有するものは、

当該申告書の提出の際に経由すべき

所得税法第203条の６第１項に規定す

る公的年金等の支払者（以下この条に

おいて「公的年金等支払者」という。）

から毎年最初に公的年金等の支払を

受ける日の前日までに、法施行規則で

定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申告書を、当該公的年金等

支払者を経由して、市長に提出しなけ

ればならない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 扶養親族又は特定親族の氏名 (3) 扶養親族      の氏名 

(4) （略） (4) （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

附 則 附 則 

（あああああああああああああああ

ああ） 

（公益法人等に係る市民税の課税の

特例） 

第９条の２の３ 当分の間、租税特別措

置法第40条第３項後段（同条第６項か

ら第10項まで及び第11項（同条第12

項において準用する場合を含む。以下

この条において同じ。）の規定により

みなして適用する場合を含む。）の規

定の適用を受けた同法第40条第３項

に規定する公益法人等（同条第６項か

第９条の２の３ 当分の間、租税特別措

置法第40条第３項後段（同条第６項か

ら第10項まで及び第11項（同条第12

項において準用する場合を含む。以下

この条において同じ。）の規定により

みなして適用する場合を含む。）の規

定の適用を受けた同法第40条第３項

に規定する公益法人等（同条第６項か
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ら第11項までの規定により特定贈与

等に係る公益法人等とみなされる法

人を含む。）を同条第３項に規定する

贈与又は遺贈を行った個人とみなし

て、令附則第３条の２の３で定めると

ころにより、これに同項に規定する財

産（同法第40条第６項から第11項まで

の規定により特定贈与等に係る財産

とみなされる資産を含む。）に係る山

林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑

所得の金額に係る市民税の所得割を

課する。 

ら第11項までの規定により特定贈与

等に係る公益法人等とみなされる法

人を含む。）を同条第３項に規定する

贈与又は遺贈を行った個人とみなし

て、令附則第３条の２の３で定めると

ころにより、これに同項に規定する財

産（同法第40条第６項から第11項まで

の規定により特定贈与等に係る財産

とみなされる資産を含む。）に係る山

林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑

所得の金額に係る市民税の所得割を

課する。 

（加熱式たばこに係るたばこ税の課

税標準の特例） 

（加熱式たばこに係るたばこ税の課

税標準の特例） 

第23条の２ 令和８年４月１日以後に

第101条の２第１項の売渡し又は同条

第２項の売渡し若しくは消費等（次項

において「売渡し等」という。）が行

われた加熱式たばこ（第101条第１号

オに掲げる加熱式たばこをいい、第

102条の２の規定により製造たばこと

みなされるものを含む。以下この条に

おいて同じ。）に係る第103条第１項

の製造たばこの本数は、同条第３項の

規定にかかわらず、当分の間、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定

める方法により換算した紙巻たばこ

（第101条第１号アに掲げる紙巻たば

こをいう。以下この項及び次項におい

て同じ。）の本数によるものとする。

第16条の２の２ 令和８年４月１日以

後に第101条の２第１項の売渡し又は

同条第２項の売渡し若しくは消費等

が行われた加熱式たばこ（第101条第

１号オに掲げる加熱式たばこをいい、

第102条の２の規定により製造たばこ

とみなされるものを含む。以下この項

及び次項において同じ。）に係る第103

条第１項の製造たばこの本数は、同条

第３項の規定にかかわらず、当分の

間、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める方法により換算した

紙巻たばこ（第ああああああああああ

ああああああ101条第１号アに掲げる

紙巻たばこをいう。以下この項におい

て同じ。）の本数によるものとする。

(1) 葉たばこ（たばこ事業法第２条

第２号に規定する葉たばこをい

(1) 葉たばこ（たばこ事業法第２条

第２号に規定する葉たばこをい
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う。）を原料の全部又は一部とした

ものを紙その他これに類する材料

のもので巻いた加熱式たばこ（当該

葉たばこを原料の全部又は一部と

したものを法施行規則附則第８条

の４の２に規定するところにより

直接加熱することによって喫煙の

用に供されるものに限る。） 当該

加熱式たばこの重量（フィルターそ

の他の法施行規則附則第８条の４

の３に規定するものに係る部分の

重量を除く。以下この項から第３項

までにおいて同じ。）の0.35グラム

をもって紙巻たばこの１本に換算

する方法。ただし、当該加熱式たば

この１本当たりの重量が0.35グラ

ム未満である場合にあっては、当該

加熱式たばこの１本をもって紙巻

たばこの１本に換算する方法 

う。）を原料の全部又は一部とした

ものを紙その他これに類する材料

のもので巻いた加熱式たばこ（当該

葉たばこを原料の全部又は一部と

したものを施行規則附則第●条で

定めるところにより直接加熱する

ことによつて喫煙の用に供される

ものに限る。）当該加熱式たばこの

重量（フィルターその他の施行規則

附則第●条で定めるものに係る部

分の重量を除く。以下この項及び第

３項において同じ。）の0.35グラム

をもって紙巻たばこの１本に換算

する方法。ただし、当該加熱式たば

この１ああああああああああああ

あああああああああああああああ

あああああああああああああああ

あああああああああああああああ

ああああああああ本当たりの 

(2) 前号に掲げるもの以外の加熱式

たばこ 当該加熱式たばこの重量

の0.2グラムをもって紙巻たばこの

１本に換算する方法。ただし、当該

加熱式たばこの品目ごとの１個当

たりの重量が４グラム未満である

場合にあっては、当該加熱式たばこ

の品目ごとの１個をもって紙巻た

ばこの20本に換算する方法 

(2) 前号に掲げるもの以外の加熱式

たばこ当該加熱式たばこの重量の

0.2グラムをもつて紙巻たばこの１

本に換算する方法。ただし、当該加

熱式たばこの品目ごとの１個当た

りの重量が４グラム未満である場

合にあっては、当該加熱式たばこの

品目ごとの１個をもって紙巻たば

この20本に換あ算する方法 

２ 前項の規定により加熱式たばこの

うち同項第１号ただし書の規定の適

用を受けるもの及び同項第２号ただ

し書の規定の適用を受けるもの以外

２ 前項第２号に掲げる加熱式たばこ

（第102条の２の規定により製造たば

ことみなされるものに限る。）のうち、

同項第１号に掲げる加熱式たばこと
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のものの重量を紙巻たばこの本数に

換算する場合における計算は、売渡し

等が行われた加熱式たばこの品目ご

との１個当たりの重量に当該加熱式

たばこの品目ごとの数量を乗じて得

た重量を同項各号に掲げる区分ごと

に合計し、その合計重量を紙巻たばこ

の本数に換算する方法により行うも

のとする。 

併せて喫煙あああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

ああああああああああああああああ

あああああああ定めるものについて

は、同項第２号ただああああああああ

あああああああああああし書の規定

は、適用し 

３ 前項の計算に関し、同項の加熱式た

ばこの品目ごとの１個当たりの重量

に0.1グラム未満の端数がある場合に

は、その端数を切り捨てるものとす

る。 

３ 前２項に定めるもののほか、第１項

の規定により重量を本数に換算する

場合の計算その他前２項の規定の適

用に関し必要は、令第■条で定める。

ああ 

４ 第１項第２号に掲げる加熱式たば

こ（第102条の２の規定により製造た

ばことみなされるものに限る。）のう

ち、次に掲げるものについては、同号

ただし書の規定は、適用しない。 

３ 前２項に定めるもののほか、第１項

の規定により重量を本数に換算する

場合の計ああああああああああああ

ああ他前２項の規定の適用に関し必

要な事項は、令第■条で定める。 

(1) 第１項第１号に掲げる加熱式た

ばこと併せて喫煙の用に供される

もの 

(2) 前号に掲げるもの以外の加熱式

たばこ当該加20本に換あ算する方

法  

(2) 第１項第２号に掲げる加熱式た

ばこ（第102条の２の規定により製

造たばことみなされるものを除

く。）と併せて喫煙の用に供される

加熱式たばこ（同条の規定により製

造たばことみなされるものに限

る。）であって当該加熱式たばこの

みの品目のもの 

(2) 前号に掲げるもの以外の加熱式

たばこ当該加20本に換あ算する方

法 あああああああああああああ

あああああああああああああああ

あああああああああああああああ

あああああああああああああああ

あああああああああああああああ

あああああああ 

附 則 

（施行期日） 
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第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施

行する。 

(1) 第35条の２、第36条の３第１項ただし書、第36条の４の２第１項第３号

及び第36条の４の３第１項の改正規定並びに附則第４条の規定 令和８年

１月１日 

(2) 附則第23条の次に１条を加える改正規定及び附則第５条の規定 令和８

年４月１日 

(3) 第16条及び第16の３の改正規定並びに次条の規定 地方税法等の一部を

改正する法律（令和５年法律第１号）附則第１条第12号に掲げる規定の施行

の日 

(4) 第35条の６第１項の改正規定、附則第９条の２の３を削る改正規定及び

附則第３条の規定 地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４

号）附則第１条第11号に掲げる規定の施行の日 

 （公示送達に関する経過措置） 

第２条 改正後の長岡市市税条例（以下「新条例」という。）第16条の規定は、

前条第３号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、同日

前にした公示送達については、なお従前の例による。 

（市民税に関する経過措置） 

第３条 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第

１項の規定の適用がある場合における新条例第35条の６第１項の規定の適用

については、同項第12号中「寄附金（」とあるのは､｢寄附金（所得税法等の一

部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定によりなお

その効力を有するものとされる同法第１条の規定による改正前の所得税法第

78条第３項の規定により特定寄附金とみなされるもの及び」とする。 

第４条 新条例第35条の２及び第36条の３第１項ただし書の規定は、令和８年度

以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和７年度分までの個人の市民

税については、なお従前の例による。 

２ 令和８年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第36条の３第

１項の規定の適用については、同項ただし書中「特定親族特別控除額（特定親

族（同条第１項第12号に規定する特定親族をいう。第36条の４の２第１項第３

号及び第36条の４の３第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が85万円

以下であるものに限る。）に係るものを除く。）」とあるのは、「特定親族特

別控除額」とする。 
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３ 新条例第36条の４の２第１項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施

行の日（以下「１号施行日」という。）以後に支払を受けるべき新条例第36条

の３第１項ただし書に規定する給与について提出する新条例第36条の４の２

第１項及び第３項の規定による申告書について適用し、１号施行日前に支払を

受けるべきこの条例による改正前の長岡市市税条例（以下「旧条例」という。）

第36条の３第１項ただし書に規定する給与について提出した旧条例第36条の

４の２第１項及び第３項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

４ 新条例第36条の４の３第１項の規定は、１号施行日以後に支払を受けるべき

所得税法（昭和40年法律第33号）第203条の６第１項に規定する公的年金等（同

法第203条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的

年金等」という。）について提出する新条例第36条の４の３第１項の規定によ

る申告書について適用し、１号施行日前に支払を受けるべき公的年金等につい

て提出した旧条例第36条の４の３第１項の規定による申告書については、なお

従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第５条 次項に定めるものを除き、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前

に課した、又は課すべきであった加熱式たばこ（新条例附則第23条の２第１項

に規定する加熱式たばこをいう。次項において同じ。）に係る市たばこ税につ

いては、なお従前の例による。 

２ 令和８年４月１日から同年９月30日までの間に、長岡市市税条例第101条の２

第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた加熱式た

ばこに係る同条例第103条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項及び新条

例附則第23条の２の規定にかかわらず、次に掲げる製造たばこの本数の合計数

によるものとする。 

(1) 長岡市市税条例第103条第３項の規定により換算した紙巻たばこ（新条例

附則第23条の２第１項に規定する紙巻たばこをいう。次号において同じ。）

の本数に0.5を乗じて計算した製造たばこの本数 

(2) 新条例附則第23条の２の規定により換算した紙巻たばこの本数に0.5を

乗じて計算した製造たばこの本数 

３ 前項各号に掲げる製造たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、その

端数を切り捨てるものとする。 
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議案第69号 

 

長岡市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び長

岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部改正について 

 

 長岡市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び長岡市

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

 

提案理由 

 国の定める家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、

所要の改正を行うもの 
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長岡市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び長

岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例 

 （長岡市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正） 

第１条 長岡市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成26年長岡市条例第39号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以

下「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記

されている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に

改め、改正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は

当該改正後部分に記された字句を当該記載の箇所に加えるものとする。 

改正後 改正前 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第５条 家庭的保育事業者等（居宅訪 

問型保育事業を行う者（以下「居宅

訪問型保育事業者」という。）を除

く。以下この条、第６条第１項、第

13条第１項及び第２項、第14条第１

項、第２項及び第５項、第15条並び

に第16条第１項から第３項までにお

いて同じ。）は、利用乳幼児に対す

る保育が適正かつ確実に行われ、及

び家庭的保育事業者等による保育の

提供の終了後も満３歳以上の児童に

対して必要な教育（教育基本法（平

成18年法律第120号）第６条第１項に

規定する法律に定める学校において

行われる教育をいう。以下この条に

第５条 家庭的保育事業者等（居宅訪

問型保育事業を行う者（以下「居宅

訪問型保育事業者」という。）を除

く。以下この条、第６条第１項、第

13条第１項及び第２項、第14条第１

項、第２項及び第５項、第15条並び

に第16条第１項から第３項までにお

いて同じ。）は、利用乳幼児に対す

る保育が適正かつ確実に行われ、及

び家庭的保育事業者等による保育の

提供の終了後も満３歳以上の児童に

対して必要な教育（教育基本法（平

成18年法律第120号）第６条第１項に

規定する法律に定める学校において

行われる教育をいう。以下この条に
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おいて同じ。）又は保育が継続的に

提供されるよう、次に掲げる事項に

係る連携協力を行う保育所、幼稚園

又は認定こども園（以下「連携施設」

という。）を適切に確保しなければ

ならない。 

おいて同じ。）又は保育が継続的に

提供されるよう、次に掲げる事項に

係る連携協力を行う保育所、幼稚園

又は認定こども園（以下「連携施設」

という。）を適切に確保しなければ

ならない。 

(1) 利用乳幼児に集団保育を体験

させるための機会の設定、保育の

適切な提供に必要な家庭的保育事

業者等に対する相談及び助言その

他の保育の内容に関する支援（次

項において「保育内容支援」とい 

う。）を実施すること。 

(1) 利用乳幼児に集団保育を体験

させるための機会の設定、保育の

適切な提供に必要な家庭的保育事

業者等に対する相談及び助言その

他の保育の内容に関する支援を行

う              

          こと。 

(2) （略）  (2) （略）  

(3) 当該家庭的保育事業者等によ

り保育の提供を受けていた利用乳

幼児（事業所内保育事業（法第６

条の３第12項に規定する事業所内

保育事業をいう。以下同じ。）の

利用乳幼児にあっては、第42条に

規定するその他の乳児又は幼児に

限る。以下この号及び第６項第１

号において同じ。）を、当該保育

の提供の終了に際して、当該利用

乳幼児に係る保護者の希望に基づ

き、引き続き当該連携施設におい

て受け入れて教育又は保育を提供

すること。 

(3) 当該家庭的保育事業者等によ

り保育の提供を受けていた利用乳

幼児（事業所内保育事業（法第６

条の３第12項に規定する事業所内

保育事業をいう。以下同じ。）の

利用乳幼児にあっては、第42条に

規定するその他の乳児又は幼児に

限る。以下この号及び第４項第１

号において同じ。）を、当該保育

の提供の終了に際して、当該利用

乳幼児に係る保護者の希望に基づ

き、引き続き当該連携施設におい

て受け入れて教育又は保育を提供

すること。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等によ

る保育内容支援の実施に係る連携施

設の確保が著しく困難であると認め

る場合であって、次の各号に掲げる
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要件の全てを満たすと認めるとき

は、前項第１号の規定を適用しない

こととすることができる。 

(1) 家庭的保育事業者等が保育内

容支援連携協力者を適切に確保す

ること。 

                 

                 

              

                  

                  

       

(2) 次のア及びイに掲げる要件を

満たすこと。 

                 

         

ア 家庭的保育事業者等と保育内

容支援連携協力者との間でそれ

ぞれの役割の分担及び責任の所

在が明確化されていること。 

                 

                 

                 

                 

イ 保育内容支援連携協力者の本

来の業務の遂行に支障が生じな

いようにするための措置が講じ

られていること。 

                 

                 

                 

            

３ 前項各号の保育内容支援連携協力

者とは、第26条に規定する小規模保

育事業Ａ型若しくは小規模保育事業

Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者

（第５項において「小規模保育事業

Ａ型事業者等」という。）であって、

第１項第１号に掲げる事項に係る連

携協力を行うものをいう。 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

              

４ 市長は、家庭的保育事業者等によ

る代替保育の提供に係る連携施設の

確保が著しく困難であると認める場

合であって、次に掲げる要件のいず

れかを満たす  ときは、第１項第

２号の規定を適用しないこととする

ことができる。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等によ

る代替保育の提供に係る連携施設の

確保が著しく困難であると認める場

合であって、次に掲げる要件の全て

を満たすと認めるときは、前項第２

号 の規定を適用しないこととする

ことができる。 

(1) 家庭的保育事業者等が代替保 (1) 家庭的保育事業者等と次項の
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育連携協力者を適切に確保した場

合には、次のア及びイに掲げる要

件を満たすと市長が認めること。 

連携協力を行う者との間でそれぞ

れの役割の分担及び責任の所在が

明確化されていること。    

ア 家庭的保育事業者等と代替保

育連携協力者との間でそれぞれ

の役割の分担及び責任の所在が

明確化されていること。 

                 

                 

                 

                 

イ 代替保育連携協力者の本来の

業務の遂行に支障が生じないよ

うにするための措置が講じられ

ていること。 

                

                

                

         

(2) 市長が家庭的保育事業者等に

よる代替保育連携協力者の確保の

促進のために必要な措置を講じて

もなお当該代替保育連携協力者の

確保が著しく困難であること。  

(2) 次項の連携協力を行う者の本

来の業務の遂行に支障が生じない

ようにするための措置が講じられ

ていること。          

                 

５ 前項各号の代替保育連携協力者と

は、第１項第２号に掲げる事項に係

る連携協力を行う者であって、次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定めるものをい

う。             

３ 前項の場合において、家庭的保育

事業者等は、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める者を第１項第２号に掲げる事

項に係る連携協力を行う者として適

切に確保しなければならない。 

(1) 家庭的保育事業者等  が家

庭的保育事業等を行う場所又は事

業所（次号において「事業実施場

所」という。）以外の場所又は事

業所において代替保育が提供され

る場合 小規模保育事業Ａ型事業

者等             

                 

                 

                 

(1) 当該家庭的保育事業者等が家

庭的保育事業等を行う場所又は事

業所（次号において「事業実施場

所」という。）以外の場所又は事

業所において代替保育が提供され

る場合 第26条に規定する小規模

保育事業Ａ型若しくは小規模保育

事業Ｂ型又は事業所内保育事業を

行う者（次号において「小規模保

育事業Ａ型事業者等」という。）
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(2) （略） (2) （略） 

６ （略） ４ （略） 

７ （略） ５ （略） 

附 則 附 則 

（連携施設に関する経過措置） （連携施設に関する経過措置） 

第３条 家庭的保育事業者等（特例保

育所型事業所内保育事業者を除く。）

は、連携施設の確保が著しく困難で

あって、子ども・子育て支援法第59

条第４号に規定する事業による支援

その他の必要な適切な支援を行うこ

とができると市長が認める場合は、

第５条第１項本文の規定にかかわら

ず、施行日から起算して15年を経過

する日までの間は、連携施設の確保

をしないことができる。 

第３条 家庭的保育事業者等（特例保

育所型事業所内保育事業者を除く。）

は、連携施設の確保が著しく困難で

あって、子ども・子育て支援法第59

条第４号に規定する事業による支援

その他の必要な適切な支援を行うこ

とができると市長が認める場合は、

第５条第１項本文の規定にかかわら

ず、施行日から起算して10年を経過

する日までの間は、連携施設の確保

をしないことができる。 

（長岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部改正） 

第２条 長岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例（平成26年長岡市条例第40号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分（以下「改正前部分」という。）

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分（以

下「改正後部分」という。）について、改正前部分及び改正後部分に字句が記

されている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に

改め、改正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は

当該改正後部分に記された字句を当該記載の箇所に加えるものとする。 

改正後 改正前 

第37条 特定地域型保育事業（事業所

内保育事業を除く。）の利用定員（法

第29条第１項の確認において定める

第37条 特定地域型保育事業（事業所

内保育事業を除く。）の利用定員（法

第29条第１項の確認において定める
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ものに限る。以下この章において同

じ。）の数は、家庭的保育事業にあ

っては１人以上５人以下と、小規模

保育事業Ａ型（長岡市家庭的保育事

業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成26年長岡市条例第

39号）第26条に規定する小規模保育

事業Ａ型をいう。第42条第３項   

 において同じ。）及び小規模保育

事業Ｂ型（同条に規定する小規模保

育事業Ｂ型をいう。第42条第３項  

  において同じ。）にあっては６

人以上19人以下と、小規模保育事業

Ｃ型（同条に規定する小規模保育事

業Ｃ型をいう。附則第４条において

同じ。）にあっては６人以上10人以

下と、居宅訪問型保育事業にあって

は１人とする。 

ものに限る。以下この章において同

じ。）の数は、家庭的保育事業にあ

っては１人以上５人以下と、小規模

保育事業Ａ型（長岡市家庭的保育事

業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成26年長岡市条例第

39号）第26条に規定する小規模保育

事業Ａ型をいう。第42条第３項第１

号において同じ。）及び小規模保育

事業Ｂ型（同条に規定する小規模保

育事業Ｂ型をいう。第42条第３項第

１号において同じ。）にあっては６

人以上19人以下と、小規模保育事業

Ｃ型（同条に規定する小規模保育事

業Ｃ型をいう。附則第４条において

同じ。）にあっては６人以上10人以

下と、居宅訪問型保育事業にあって

 は１人とする。 

２ （略） ２ （略） 

（特定教育・保育施設等との連携） （特定教育・保育施設等との連携）

第42条 特定地域型保育事業者（居宅

訪問型保育事業を行う者を除く。以

下この項から第７項までにおいて同

じ。）は、特定地域型保育が適正か

つ確実に実施され、及び必要な教

育・保育が継続的に提供されるよう、

次に掲げる事項に係る連携協力を行

う認定こども園、幼稚園又は保育所

（以下「連携施設」という。）を適

切に確保しなければならない。 

第42条 特定地域型保育事業者（居宅

訪問型保育事業を行う者を除く。以

下この項から第５項までにおいて同

じ。）は、特定地域型保育が適正か

つ確実に実施され、及び必要な教

育・保育が継続的に提供されるよう、

次に掲げる事項に係る連携協力を行

う認定こども園、幼稚園又は保育所

（以下「連携施設」という。）を適

切に確保しなければならない。 

(1) 特定地域型保育の提供を受け

ている満３歳未満保育認定子ども

(1) 特定地域型保育の提供を受け

ている満３歳未満保育認定子ども
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に集団保育を体験させるための機

会の設定、特定地域型保育の適切

な提供に必要な特定地域型保育事

業者に対する相談、助言その他の

保育の内容に関する支援（次項に

おいて「保育内容支援」という。）

を実施すること。 

に集団保育を体験させるための機

会の設定、特定地域型保育の適切

な提供に必要な特定地域型保育事

業者に対する相談、助言その他の

保育の内容に関する支援を行う  

                

     こと。 

(2) （略） (2) （略） 

(3) 当該特定地域型保育事業者に

より特定地域型保育の提供を受け

ていた満３歳未満保育認定子ども

（事業所内保育事業を利用する満

３歳未満保育認定子どもにあって

は、第37条第２項に規定するその

他の小学校就学前子どもに限る。

以下この号及び第６項第１号にお

いて同じ。）を、当該特定地域型

保育の提供の終了に際して、当該

満３歳未満保育認定子どもに係る

教育・保育給付認定保護者の希望

に基づき、引き続き当該連携施設

において受け入れて教育・保育を

提供すること。 

(3) 当該特定地域型保育事業者に

より特定地域型保育の提供を受け

ていた満３歳未満保育認定子ども

（事業所内保育事業を利用する満

３歳未満保育認定子どもにあって

は、第37条第２項に規定するその

他の小学校就学前子どもに限る。

以下この号及び第４項第１号にお

いて同じ。）を、当該特定地域型

保育の提供の終了に際して、当該

満３歳未満保育認定子どもに係る

教育・保育給付認定保護者の希望

に基づき、引き続き当該連携施設

において受け入れて教育・保育を

提供すること。 

２ 市長は、特定地域型保育事業者に

よる保育内容支援の実施に係る連携

施設の確保が著しく困難であると認

める場合であって、次の各号に掲げ

る要件の全てを満たすと認めるとき

は、前項第１号の規定を適用しない

こととすることができる。 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

              

(1) 特定地域型保育事業者が保育

内容支援連携協力者を適切に確保
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すること。         

(2) 次のア及びイに掲げる要件を

満たすこと。 

                  

              

ア 特定地域型保育事業者と保育

内容支援連携協力者との間でそ

れぞれの役割の分担及び責任の

所在が明確化されていること。 

                 

                  

                  

                 

イ 保育内容支援連携協力者の本

来の業務の遂行に支障が生じな

いようにするための措置が講じ

られていること。 

                 

                  

                  

           

３ 前項各号の保育内容支援連携協力

者とは、小規模保育事業Ａ型若しく

は小規模保育事業Ｂ型又は事業所内

保育事業を行う者（第５項において

「小規模保育事業Ａ型事業者等」と

いう。）であって、第１項第１号に

掲げる事項に係る連携協力を行うも

のをいう。 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

       

４ 市長は、特定地域型保育事業者に

よる代替保育の提供に係る連携施設

の確保が著しく困難であると認める

場合であって、次の各号に掲げる要

件のいずれかを満たす  ときは、

第１項第２号の規定を適用しないこ

ととすることができる。 

２ 市長は、特定地域型保育事業者に

よる代替保育の提供に係る連携施設

の確保が著しく困難であると認める

場合であって、次の各号に掲げる要

件の全てを満たすと認めるときは、

前項第２号 の規定を適用しないこ

ととすることができる。 

(1) 特定地域型保育事業者が代替

保育連携協力者を適切に確保した

場合には、次のア及びイに掲げる

要件を満たすと市長が認めるこ

と。       

(1) 特定地域型保育事業者と前項

第２号に掲げる事項に係る連携協

力を行う者との間でそれぞれの役

割の分担及び責任の所在が明確化

されていること。 

ア 特定地域型保育事業者と代替                 
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保育連携協力者との間でそれぞ

れの役割の分担及び責任の所在

が明確化されていること。 

                

                

               

イ 代替保育連携協力者の本来の

業務の遂行に支障が生じないよ

うにするための措置が講じられ

ていること。 

                

                

                

         

(2) 市長が特定地域型保育事業者

による代替保育連携協力者の確保

の促進のために必要な措置を講じ

てもなお当該代替保育連携協力者

の確保が著しく困難であること。 

(2) 前項第２号に掲げる事項に係

る連携協力を行う者の本来の業務

の遂行に支障が生じないようにす

るための措置が講じられているこ

と。             

５ 前項各号の代替保育連携協力者と

は、第１項第２号に掲げる事項に係

る連携協力を行う者であって、次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定めるものをい

う。              

３ 前項の場合において、特定地域型

保育事業者は、次の各号に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める者を第１項第２号に掲げる

事項に係る連携協力を行う者として

適切に確保しなければならない。 

(1) 特定地域型保育事業者  が

特定地域型保育事業を行う場所又

は事業所（次号において「事業実

施場所」という。）以外の場所又

は事業所において代替保育が提供

される場合 小規模保育事業Ａ型

事業者等             

                 

                 

                  

(1) 当該特定地域型保育事業者が

特定地域型保育事業を行う場所又

は事業所（次号において「事業実

施場所」という。）以外の場所又

は事業所において代替保育が提供

される場合 小規模保育事業Ａ型

若しくは小規模保育事業Ｂ型又は

事業所内保育事業を行う者（次号

において「小規模保育事業Ａ型事

業者等」という。） 

(2) （略）  (2) （略）  

６ （略） ４ （略） 

７ （略） ５ （略） 

８ （略） ６ （略） 
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９ （略） ７ （略） 

10 （略） ８ （略） 

11 （略） ９ （略） 

附 則    附 則 

（連携施設に関する経過措置）  （連携施設に関する経過措置） 

第４条 特定地域型保育事業者(特例

保育所型事業所内保育事業者を除

く。)は、連携施設の確保が著しく困

難であって、法第59条第４号に規定

する事業による支援その他の必要な

適切な支援を行うことができると市

が認める場合は、第42条第１項本文

の規定にかかわらず、この条例の施

行の日から起算して15年を経過する

日までの間、連携施設を確保しない

ことができる。 

第４条 特定地域型保育事業者(特例

保育所型事業所内保育事業者を除

く。)は、連携施設の確保が著しく困

難であって、法第59条第４号に規定

する事業による支援その他の必要な

適切な支援を行うことができると市

が認める場合は、第42条第１項本文

の規定にかかわらず、この条例の施

行の日から起算して10年を経過する

日までの間、連携施設を確保しない

ことができる。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

34



議案第70号 

 

市道路線の認定について 

 

 市道路線を次のとおり認定する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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認    定    調    書 
 

路 線 名 

起      点 
重要な

経過地

幅員(m) 

摘  要

終      点 延長(m) 

日越412号線 

上除町字西原甲1945番13地先 

 

6.0～13.0
図１ 

ア～イ 

上除町字西原甲1934番10地先 80.5 
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議案第71号 

 

   契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

                 長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

工 事 名 工  事  内  容 契約金額 契約の相手方 

幸町分室解体

工事 

 
幸町分室解体 

鉄筋コンクリート造り３階

建て（2,523.63㎡） 

その他付属建物等 
 

214,500,000円

 
長岡市下々条 

１丁目501番地１

 渡長建設株式会社
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議案第72号 

 

   契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

                 長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

工 事 名 工  事  内  容 契約金額 契約の相手方 

江陽中学校校

舎等大規模改

造工事 

 
校舎 

鉄筋コンクリート造り３階 

建て（5,892㎡） 

屋上防水、外壁、内装改 

修 

渡り廊下棟 

 鉄筋コンクリート造り２階

建て（106㎡） 

屋上防水、外壁、内装改

修 

エレベーター棟 

鉄骨造り３階建て(43.53㎡)

エレベーター新設 

屋内運動場 

鉄骨造り平家建て（1,034㎡）

屋根改修 
 

1,650,000,000円

長岡市下々条 

１丁目501番地１

渡長・池田・長岡

土建江陽中学校校

舎等大規模改造特

定共同企業体 
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議案第73号 

 

   契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

                 長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

工 事 名 工  事  内  容 契約金額 契約の相手方 

 

江陽中学校校

舎等大規模改

造電気設備工

事 

 

 
電気設備工事     一式

 

336,600,000円

 
長岡市宝１丁目 

１番地１

久保誠・良電社江

陽中学校校舎等大

規模改造電気設備

特定共同企業体 
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議案第74号 

 

   契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

                 長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

工 事 名 工  事  内  容 契約金額 契約の相手方 

 

江陽中学校校

舎等大規模改

造機械設備工

事 
 

 
機械設備工事     一式

 

316,800,000円

 

長岡市中之島 

565番地87

今泉・新陽江陽中

学校校舎等大規模

改造機械設備特定

共同企業体 
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議案第75号 

 

   契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

                 長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

工 事 名 工  事  内  容 契約金額 契約の相手方 

 

長岡ニュータ

ウン運動公園

サッカー場人

工芝張替工事 

 

人工芝張替工事    一式 247,456,000円

 
長岡市寺泊松沢町 

9353番地14

中元組・テック柏

長岡ニュータウン

運動公園サッカー

場人工芝張替特定

共同企業体 
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議案第76号 

 

   契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

                 長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

工 事 名 工  事  内  容 契約金額 契約の相手方 

寺泊海浜公園

管理棟建設工

事 

 

鉄筋コンクリート造り平家建

て（463.06㎡） 

事務室、休憩ホール、救護

室、男女更衣室、屋外広場

等 

 

164,758,000円

長岡市栃尾山田町 

１番10号

共榮建設株式会社
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議案第77号 

 

   契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

                 長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

工 事 名 工  事  内  容 契約金額 契約の相手方 

 

消防救急デジ

タル無線基地

局更新整備工

事 

 

基地局更新整備工事  一式 549,450,000円

 
長岡市下々条 

３丁目1438番地３

藤島無線工業株式

会社 
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議案第78号 

 

   契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

                 長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

工 事 名 工  事  内  容 契約金額 契約の相手方 

道路新設工事 

（市道西幹線

84 号線） 

 

道路新設 

 函渠工（39.1ｍ） 

 

362,888,493円

 
長岡市喜多町 

1078番地１

 中越・河田７道整

補第１号道路新設

特定共同企業体 
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議案第79号 

 

   契約の締結について 

 

 次のとおり工事請負契約を締結する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

                 長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

工 事 名 工  事  内  容 契約金額 契約の相手方 

道路改良工事 

（市道越路

191号線ほか） 

 

道路改良 

延長    282.8ｍ 

 幅員 11.2～15.0ｍ 

 

  擁壁工(185ｍ) 

  排水構造物工(828ｍ) 

  路盤工(車道)(2,980㎡) 

  路盤工(歩道)(1,490㎡) 

  防護柵工(333ｍ) 

  道路付属物施設工(462ｍ)

 

362,144,200円

 
長岡市千秋２丁目 

2788番地１

越後交通工業・白

井組７道整補第２

号道路改良特定共

同企業体 
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議案第80号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり物品を取得する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

               長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

品 種 品     名 契約金額 契約の相手方 

給 食 備 品 

 

宮内小学校給食備品 

 ガス回転釜、洗浄機、

冷凍冷蔵庫、シンク、

消毒保管機・殺菌庫、

調理機器、その他 

 

31,044,200円

 

長岡市下条町1199番地３ 

 藤川調理機株式会社 
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議案第81号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり物品を取得する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

               長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

品 種 品     名 契約金額 契約の相手方 

給食用食器 

 
学校給食用食器（中之島 

共同調理場ほか） 

     16,268点

 

16,892,781円

 

長岡市中之島6289番地44 

 株式会社アジス 
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議案第82号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり物品を取得する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

               長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

品 種 品     名 契約金額 契約の相手方 

給食用食器 

 
学校給食用食器（単独校

川東）    27,942点 

 

23,336,621円

 

長岡市中之島6289番地44 

 株式会社アジス 
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議案第83号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり物品を取得する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

               長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

品 種 品     名 契約金額 契約の相手方 

給食用食器 

 
学校給食用食器（単独校 

川西）    24,823点 

 

19,404,339円

 

長岡市下条町1199番地３ 

 藤川調理機株式会社 
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議案第84号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり物品を取得する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

               長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

品 種 品     名 契約金額 契約の相手方 

車  両 
 
消防ポンプ自動車 １台

 
66,077,000円

 

長岡市原町１丁目５番地15

株式会社シマキュウ 
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議案第85号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり物品を取得する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

               長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

品 種 品     名 契約金額 契約の相手方 

車  両 
 
高規格救急自動車 １台

 
21,648,000円

 

長岡市平島町１番地１ 

新潟日産モーター株式会

社長岡店 
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議案第86号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり物品を取得する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

               長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

品 種 品     名 契約金額 契約の相手方 

車  両 

 
小型動力ポンプ付 

軽積載車等   ６台

 

39,131,400円

 

長岡市片田町字西荒田 

1024番地

株式会社米峰長岡営業所
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議案第87号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり物品を取得する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

               長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

品 種 品     名 契約金額 契約の相手方 

被  服 

 

消防団員用 

防火服・防火帽 352着 

 

42,592,000円

 

長岡市稲保４丁目713番地２

船山株式会社 
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議案第88号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり物品を取得する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

               長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

品 種 品     名 契約金額 契約の相手方 

車  両 
 
除雪ドーザ    １台

 
25,982,000円

 

長岡市浦567番地１ 

日本キャタピラ―合同会

社長岡営業所 
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議案第89号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり物品を取得する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

               長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

品 種 品     名 契約金額 契約の相手方 

車  両 
 
ロータリ除雪車  １台

 
66,660,000円

 

新潟市中央区下大川前通 

四之町2185番地

株式会社コバリキ 
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議案第90号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり物品を取得する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

               長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

 

 

品 種 品     名 契約金額 契約の相手方 

車  両 
 
凍結防止剤散布車 １台

 
25,960,000円

 

長岡市川崎町2166番地１ 

株式会社星野自動車工業
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報告第９号 

 

継続費繰越計算書報告について 

 

 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第145条第１項の規定に基づき、令和

６年度長岡市一般会計継続費繰越計算書を別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第10号 

 

継続費繰越計算書報告について 

 

 地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第18条の２第１項の規定に基づ

き、令和６年度長岡市下水道事業会計継続費繰越計算書を別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第11号 

 

継続費繰越計算書報告について 

 

 地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第18条の２第１項の規定に基づ

き、令和６年度長岡市水道事業会計継続費繰越計算書を別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第12号 

 

継続費繰越計算書報告について 

 

 地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第18条の２第１項の規定に基づ

き、令和６年度長岡市簡易水道事業会計継続費繰越計算書を別紙のとおり報告す

る。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第13号 

 

継続費繰越計算書報告について 

 

 地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第26条第３項の規定に基づき、令和６

年度長岡市水道事業会計継続費繰越計算書を別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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報告第14号 

 

繰越明許費繰越計算書報告について 

 

 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第146条第２項の規定に基づき、令和

６年度長岡市一般会計繰越明許費繰越計算書を別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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7
4
,0

0
0

1
6
,1

0
0
,0

0
0

5
,8

2
6
,0

0
0

土
木

費
道

路
橋

り
ょ

う
費

橋
り

ょ
う

新
設

改
良

事
業

費
1
1
,1

0
1
,0

0
0

1
1
,1

0
1
,0

0
0

9
,9

0
0
,0

0
0

1
,2

0
1
,0

0
0

土
木

費
河

川
費

猿
橋

川
水

系
普

通
河

川
整

備
事

業
費

3
2
,7

1
1
,0

0
0

2
5
,7

9
7
,0

0
0

2
5
,7

0
0
,0

0
0

9
7
,0

0
0
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国
・
県

支
出

金
地

  
方

  
債

そ
  
の

  
他

円
円

円
円

円
円

円

款
項

事
　

　
業

　
　

名
金

　
　

　
額

翌
年

度
繰

越
額

左
　

　
　

の
　

　
　

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳

既
 
収
 
入

特
定
財

源

未
  
収

  
入

  
特

  
定

  
財

  
源

一
般

財
源

土
木

費
都

市
計

画
費

街
な

み
環

境
整

備
事

業
費

1
4
,1

0
0
,0

0
0

1
2
,7

0
0
,0

0
0

5
,6

5
6
,0

0
0

5
,6

0
0
,0

0
0

1
,4

4
4
,0

0
0

土
木

費
都

市
計

画
費

公
園

施
設

安
全

・
安

心
対

策
事

業
費

（
総

合
経

済
対

策
分

）
1
6
,0

0
0
,0

0
0

1
6
,0

0
0
,0

0
0

7
,7

5
0
,0

0
0

7
,7

0
0
,0

0
0

5
5
0
,0

0
0

土
木

費
都

市
計

画
費

悠
久

山
公

園
整

備
事

業
費

2
4
,7

0
0
,0

0
0

1
6
,5

9
2
,4

0
0

8
,2

2
3
,0

0
0

7
,4

0
0
,0

0
0

9
6
9
,4

0
0

土
木

費
都

市
計

画
費

明
治

公
園

整
備

事
業

費
2
8
,7

6
0
,0

0
0

2
8
,7

6
0
,0

0
0

1
3
,8

8
0
,0

0
0

1
2
,4

0
0
,0

0
0

2
,4

8
0
,0

0
0

消
防

費
消

防
費

水
利

施
設

整
備

事
業

費
6
,4

7
9
,0

0
0

6
,4

7
9
,0

0
0

6
,4

7
9
,0

0
0

消
防

費
消

防
費

避
難

対
策

事
業

費
（

総
合

経
済

対
策

分
）

9
7
,0

0
0
,0

0
0

9
5
,0

0
0
,0

0
0

4
7
,5

0
0
,0

0
0

4
7
,5

0
0
,0

0
0

消
防

費
消

防
費

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
関

連
事

業
費

5
,6

6
5
,0

0
0

5
,6

6
5
,0

0
0

2
,8

3
2
,5

0
0

2
,8

3
2
,5

0
0

教
育

費
小

学
校

費
小

学
校

大
規

模
改

造
事

業
費

3
0
,6

7
2
,0

0
0

1
9
,9

7
2
,0

0
0

1
4
,9

0
0
,0

0
0

5
,0

7
2
,0

0
0

教
育

費
小

学
校

費
小

学
校

大
規

模
改

造
事

業
費

（
総

合
経

済
対

策
分

）
8
9
8
,5

2
4
,0

0
0

8
9
8
,5

2
4
,0

0
0

1
5
8
,8

5
0
,0

0
0

7
3
8
,6

0
0
,0

0
0

1
,0

7
4
,0

0
0

教
育

費
中

学
校

費
中

学
校

大
規

模
改

造
事

業
費

（
総

合
経

済
対

策
分

）
7
0
5
,4

3
2
,0

0
0

7
0
5
,4

3
2
,0

0
0

1
1
4
,1

2
7
,0

0
0

5
9
0
,8

0
0
,0

0
0

5
0
5
,0

0
0
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国
・
県

支
出

金
地

  
方

  
債

そ
  
の

  
他

円
円

円
円

円
円

円

款
項

事
　

　
業

　
　

名
金

　
　

　
額

翌
年

度
繰

越
額

左
　

　
　

の
　

　
　

財
　

　
　

源
　

　
　

内
　

　
　

訳

既
 
収
 
入

特
定
財

源

未
  
収

  
入

  
特

  
定

  
財

  
源

一
般

財
源

教
育

費
保

健
体

育
費

体
育

館
改

修
整

備
事

業
費

4
6
,8

3
1
,0

0
0

4
6
,8

3
1
,0

0
0

3
,5

4
9,

0
0
0

4
2
,1

0
0
,0

0
0

1
,1

8
2
,0

0
0

教
育

費
保

健
体

育
費

屋
外

施
設

整
備

事
業

費
1
4
,1

0
3
,0

0
0

1
4
,1

0
3
,0

0
0

1
2
,6

0
0
,0

0
0

1
,5

0
3
,0

0
0

教
育

費
保

健
体

育
費

長
岡

ニ
ュ

ー
タ

ウ
ン

運
動

公
園

整
備

事
業

費
（

総
合

経
済

対
策

分
）

1
4
5
,8

2
7
,0

0
0

1
4
5
,8

2
7
,0

0
0

7
2
,9

1
3
,0

0
0

7
2
,9

0
0
,0

0
0

1
4
,0

0
0

教
育

費
保

健
体

育
費

悠
久

山
地

区
整

備
事

業
費

（
総

合
経

済
対

策
分

）
2
4
0
,0

0
0
,0

0
0

2
4
0
,0

0
0
,0

0
0

1
1
9
,0

0
0
,0

0
0

1
1
9
,0

0
0
,0

0
0

2
,0

0
0
,0

0
0

災
害

復
旧

費
文

教
施

設
災

害
復

旧
費

令
和

６
年

能
登

半
島

地
震

災
害

復
旧

事
業

費
8
9
,4

4
4
,0

0
0

5
9
,8

0
0
,0

0
0

4
1
,8

6
0
,0

0
0

1
7
,8

0
0
,0

0
0

1
4
0
,0

0
0

7
,3

8
9
,1

7
2
,0

0
0

6
,2

2
1
,8

0
1
,2

0
0

3
8
,3

9
4
,0

0
0

2
,4

3
1
,5

7
3
,8

5
8

3
,1

4
7
,8

0
0
,0

0
0

1
8
,3

4
0
,0

0
0

5
8
5
,6

9
3
,3

4
2

計
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報告第15号 

 

建設改良費繰越計算書報告について 

 

 地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第26条第３項の規定に基づき、令和６

年度長岡市下水道事業会計建設改良費繰越計算書を別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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令
和
６
年
度
長
岡
市
下
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

　
地

方
公

営
企

業
法

第
2
6
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
建

設
改

良
費

の
繰

越
額

予
算

支
払

義
務

翌
年

度

計
上

額
発

生
額

繰
越

額
国

・
県

損
益

勘
定

支
出

金
留

保
資

金

円
円

円
円

円
円

円
円

円

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

1
1
,5

0
0
,0

0
0

1
1
,5

0
0
,0

0
0

1
1
,5

0
0
,0

0
0

関
係

機
関

と
の

協
議

・
調

整
に

不
測

の
日

数
を

要
し

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
た

め
、

繰
り

越
す

も
の

で
あ

る
。

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

4
3
,5

0
0
,0

0
0

4
3
,5

0
0
,0

0
0

6
,2

3
2
,0

0
0

1
8
,7

0
0
,0

0
0

1
8
,5

6
8
,0

0
0

関
係

機
関

と
の

協
議

・
調

整
に

不
測

の
日

数
を

要
し

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
た

め
、

繰
り

越
す

も
の

で
あ

る
。

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

4
8
0
,0

0
0
,0

0
0

4
8
0
,0

0
0
,0

0
0

1
6
0
,8

8
9
,0

0
0

3
1
9
,1

0
0
,0

0
0

1
1
,0

0
0

関
係

機
関

と
の

協
議

・
調

整
に

不
測

の
日

数
を

要
し

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
た

め
、

繰
り

越
す

も
の

で
あ

る
。

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

1
2
0
,5

0
0
,0

0
0

1
2
0
,5

0
0
,0

0
0

2
3
,5

7
3
,0

0
0

9
6
,9

0
0
,0

0
0

2
7
,0

0
0

関
係

機
関

と
の

協
議

・
調

整
に

不
測

の
日

数
を

要
し

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
た

め
、

繰
り

越
す

も
の

で
あ

る
。

公
共

下
水

道
事

業
（

未
普

及
解

消
事

業
）

公
共

下
水

道
事

業
（

浸
水

対
策

事
業

）

公
共

下
水

道
事

業
（

改
築

更
新

事
業

）

特
定

環
境

保
全

公
共

下
水

道
事

業
（

未
普

及
解

消
事

業
）

翌
年

度
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る
た

な
卸

資
産

の
購

入
限

度
額

不
用

額
款

項
説

明

企
業

債
工

事
負

担
金

左
の

財
源

内
訳

事
業

名
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予
算

支
払

義
務

翌
年

度

計
上

額
発

生
額

繰
越

額
国

・
県

損
益

勘
定

支
出

金
留

保
資

金

円
円

円
円

円
円

円
円

円

説
明

企
業

債
工

事
負

担
金

左
の

財
源

内
訳

翌
年

度
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る
た

な
卸

資
産

の
購

入
限

度
額

款
項

事
業

名
不

用
額

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

5
,0

0
0
,0

0
0

5
,0

0
0
,0

0
0

1
,3

0
0
,0

0
0

3
,7

0
0
,0

0
0

関
係

機
関

と
の

協
議

・
調

整
に

不
測

の
日

数
を

要
し

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
た

め
、

繰
り

越
す

も
の

で
あ

る
。

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

1
4
4
,0

0
0
,0

0
0

1
4
4
,0

0
0
,0

0
0

5
7
,3

4
0
,0

0
0

8
6
,6

0
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

関
係

機
関

と
の

協
議

・
調

整
に

不
測

の
日

数
を

要
し

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
た

め
、

繰
り

越
す

も
の

で
あ

る
。

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

6
,8

0
0
,0

0
0

6
,8

0
0
,0

0
0

6
,8

0
0
,0

0
0

関
係

機
関

と
の

協
議

・
調

整
に

不
測

の
日

数
を

要
し

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
た

め
、

繰
り

越
す

も
の

で
あ

る
。

8
1
1
,3

0
0
,0

0
0

8
1
1
,3

0
0
,0

0
0

2
4
9
,3

3
4
,0

0
0

5
4
3
,3

0
0
,0

0
0

1
8
,6

6
6
,0

0
0

特
定

環
境

保
全

公
共

下
水

道
事

業
（

浸
水

対
策

事
業

）

特
定

環
境

保
全

公
共

下
水

道
事

業
（

改
築

更
新

事
業

）

農
業

集
落

排
水

事
業

（
改

築
更

新
事

業
）

計
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報告第16号 

 

建設改良費繰越計算書報告について 

 

 地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第26条第３項の規定に基づき、令和６

年度長岡市水道事業会計建設改良費繰越計算書を別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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令
和
６
年
度
長
岡
市
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

　
地

方
公

営
企

業
法

第
2
6
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
建

設
改

良
費

の
繰

越
額

予
算

支
払

義
務

翌
年

度

計
上

額
発

生
額

繰
越

額
国

・
県

損
益

勘
定

支
出

金
留

保
資

金

円
円

円
円

円
円

円
円

円

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

2
3
,4

1
9
,0

0
0

8
,4

0
0
,0

0
0

1
5
,0

1
9
,0

0
0

1
2
,7

0
0
,0

0
0

2
,3

1
9
,0

0
0

関
連

工
事

と
工

程
調

整
の

結
果

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
た

め
、

繰
り

越
す

も
の

で
あ

る
。

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

1
0
,5

6
0
,0

0
0

3
,5

0
0
,0

0
0

7
,0

6
0
,0

0
0

5
,3

0
0
,0

0
0

1
,7

6
0
,0

0
0

部
材

納
期

の
長

期
化

に
よ

り
機

器
が

製
作

で
き

ず
、

年
度

内
完

成
が

で
き

な
い

た
め

、
繰

り
越

す
も

の
で

あ
る

。

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

5
4
4
,4

0
0
,0

0
0

1
7
9
,0

0
0
,0

0
0

3
6
5
,4

0
0
,0

0
0

3
1
7
,1

0
0
,0

0
0

4
8
,3

0
0
,0

0
0

関
係

機
関

と
の

協
議

・
調

整
の

結
果

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
た

め
、

繰
り

越
す

も
の

で
あ

る
。

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

1
0
6
,0

0
0
,0

0
0

1
0
6
,0

0
0
,0

0
0

2
7
,5

5
0
,0

0
0

7
8
,3

0
0
,0

0
0

1
5
0
,0

0
0

経
済

対
策

に
基

づ
く

補
正

予
算

に
よ

る
も

の
で

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
た

め
、

繰
り

越
す

も
の

で
あ

る
。

三
島

ポ
ン

プ
場

建
設

事
業

（
妙

見
浄

水
場

給
水

区
域

拡
大

関
連

）

水
道

管
路

緊
急

改
善

事
業

上
の

原
配

水
池

次
亜

注
入

設
備

更
新

事
業

送
・
配

水
管

布
設

等
事

業
（

妙
見

浄
水

場
給

水
区

域
拡

大
関

連
）

翌
年

度
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る
た

な
卸

資
産

の
購

入
限

度
額

不
用

額
款

項
説

明

企
業

債
工

事
負

担
金

左
の

財
源

内
訳

事
業

名
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予
算

支
払

義
務

翌
年

度

計
上

額
発

生
額

繰
越

額
国

・
県

損
益

勘
定

支
出

金
留

保
資

金

円
円

円
円

円
円

円
円

円

説
明

企
業

債
工

事
負

担
金

左
の

財
源

内
訳

翌
年

度
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る
た

な
卸

資
産

の
購

入
限

度
額

款
項

事
業

名
不

用
額

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

2
6
0
,6

1
3
,0

0
0

7
4
,6

4
9
,0

0
0

1
8
5
,9

6
4
,0

0
0

7
8
,0

0
0
,0

0
0

5
,9

2
9
,0

0
0

1
0
2
,0

3
5
,0

0
0

関
係

機
関

と
の

協
議

・
調

整
の

結
果

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
た

め
、

繰
り

越
す

も
の

で
あ

る
。

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

3
0
,0

0
0
,0

0
0

3
0
,0

0
0
,0

0
0

1
8
,0

2
0
,0

0
0

1
1
,9

8
0
,0

0
0

河
川

改
修

工
事

と
工

程
調

整
の

結
果

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
た

め
、

繰
り

越
す

も
の

で
あ

る
。

9
7
4
,9

9
2
,0

0
0

2
6
5
,5

4
9
,0

0
0

7
0
9
,4

4
3
,0

0
0

2
7
,5

5
0
,0

0
0

4
9
1
,4

0
0
,0

0
0

2
3
,9

4
9
,0

0
0

1
6
6
,5

4
4
,0

0
0

送
・

配
水

管
布

設
替

等
事

業

配
水

管
移

設
事

業

計
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報告第17号 

 

建設改良費繰越計算書報告について 

 

 地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第26条第３項の規定に基づき、令和６

年度長岡市簡易水道事業会計建設改良費繰越計算書を別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  
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令
和
６
年
度
長
岡
市
簡
易
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

　
地

方
公

営
企

業
法

第
2
6
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
建

設
改

良
費

の
繰

越
額

予
算

支
払

義
務

翌
年

度

計
上

額
発

生
額

繰
越

額
国

・
県

損
益

勘
定

支
出

金
留

保
資

金

円
円

円
円

円
円

円
円

円

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

1
0
,0

9
8
,0

0
0

4
,0

0
0
,0

0
0

6
,0

9
8
,0

0
0

6
,0

0
0
,0

0
0

9
8
,0

0
0

部
材

納
期

の
長

期
化

に
よ

り
機

器
が

製
作

で
き

ず
、

年
度

内
完

成
が

で
き

な
い

た
め

、
繰

り
越

す
も

の
で

あ
る

。

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

9
,9

0
0
,0

0
0

9
,9

0
0
,0

0
0

9
,9

0
0
,0

0
0

部
材

納
期

の
長

期
化

に
よ

り
機

器
が

製
作

で
き

ず
、

年
度

内
完

成
が

で
き

な
い

た
め

、
繰

り
越

す
も

の
で

あ
る

。

1
9
,9

9
8
,0

0
0

4
,0

0
0
,0

0
0

1
5
,9

9
8
,0

0
0

1
5
,9

0
0
,0

0
0

9
8
,0

0
0

説
明

企
業

債
工

事
負

担
金

左
の

財
源

内
訳

事
業

名

計

明
道

浄
水

所
除

塵
設

備
更

新
事

業

山
古

志
簡

易
水

道
計

装
設

備
更

新
事

業

翌
年

度
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る
た

な
卸

資
産

の
購

入
限

度
額

不
用

額
款

項
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報告第18号 

 

事故繰越し繰越計算書報告について 

 

 地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第26条第３項の規定に基づき、令和６

年度長岡市水道事業会計事故繰越し繰越計算書を別紙のとおり報告する。 

 

 

  令和７年６月10日提出 

 

              長 岡 市 長   磯  田  達  伸  

81



令
和
６
年
度
長
岡
市
水
道
事
業
会
計
予
算
繰
越
計
算
書

　
地

方
公

営
企

業
法

第
2
6
条

第
２

項
た

だ
し

書
の

規
定

に
よ

る
事

故
繰

越
額

予
算

支
払

義
務

翌
年

度

計
上

額
発

生
額

繰
越

額
国

・
県

支
出

金

円
円

円
円

円
円

円
円

円

事
業

費
用

営
業

費
用

送
・
配

水
管

布
設

替
等

事
業

3,
36

1,
00

0
3,

36
0,

39
0

3,
36

0,
39

0
61

0

関
係

機
関

と
の

協
議

・
調

整
の

結
果

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
送

・
配

水
管

布
設

替
等

工
事

に
伴

う
固

定
資

産
撤

去
費

を
繰

り
越

す
も

の
で

あ
る

。

事
業

費
用

営
業

費
用

配
水

管
移

設
事

業
97

9,
00

0
97

9,
00

0
97

9,
00

0

河
川

改
修

工
事

と
工

程
調

整
の

結
果

、
年

度
内

完
成

が
で

き
な

い
配

水
管

移
設

工
事

に
伴

う
固

定
資

産
撤

去
費

を
繰

り
越

す
も

の
で

あ
る

。

4,
34

0,
00

0
4,

33
9,

39
0

4,
33

9,
39

0
61

0
計

翌
年

度
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る
た

な
卸

資
産

の
購

入
限

度
額

不
用

額
款

項
事

業
名

説
明

企
業

債
受

託
工

事
収

益

左
の

財
源

内
訳

一
般

財
源
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